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（合同審査の対象事業）の概要
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(地方創生推進事務局）
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国土交通省
（都市局）

経済産業省
（製造産業局）

国土交通省
（総合政策局）

事業名
未来技術社会実装事業 地域課題解決のためのス

マートシティ推進事業
スマートシティ実装化支援
事業（スマートシティモデル
プロジェクト）

地域新MaaS創出推進
事業

日本版MaaS推進・支援
事業

概要

地域のSociety5.0の実現に
向け、地方創生の観点から優
れた自治体の未来技術の実
装事業について、社会実装に
向けた現地支援体制（地域
実装協議会）を構築するなど、
関係府省庁による総合的な
支援を実施

地域が抱える様々な課題
（防災、セキュリティ・見守
り、買物支援など）をデジタ
ル技術やデータの活用に
よって解決することを目指す
スマートシティの実装を関係
府省と一体的に推進

スマートシティの分野で、世界
の先導役となることを目指し、
全国の牽引役となる先駆的
な取組を行う先行モデルプロ
ジェクトを募集し、スマートシ
ティの取組を支援

地域における新たなモビリティ
サービスの社会実装の実現に
向け、事業面、体制面、受
容・効果面など取組の中でも
共通した課題の解決に向け
た高度なMaaS実証を推進

感染症拡大などにより変容し
た利用者ニーズへの対応や、
公共交通等の利便性を面的
に向上させる MaaS等の取
組の普及を促進することで、
公共交通等の移動サービス
を高度化し、その利便性・効
率性の向上を図る。

R４年度
予算

0.8億円の内数
（シンポジウム等、普及啓を目
的とした取組に係る費用等）

4.6億円 2.65億円 数億円程度 0.73億円
（R3年度補正 285億円
の内数）

過去の
選定数

H30:14事業、R1:８事業
R2:12事業 R3:9事業

H29:6事業、H30:3事業
R1:5事業、R2:5事業、
R3:9事業

R1：15事業、
R2：14事業
R3： 20事業
※先行モデルプロジェクトの支援数を記載

R1：13事業
R2：16事業
R3： 14事業

R1：19事業
R2：36事業
R3：12事業

主な支援
対象

社会実装に向けた関係府省
庁による総合的な支援（各
種補助金、制度的・技術的
課題等に対する助言等）
※事業の実施にあたっては、地
方創生推進交付金等の各種交
付金・補助金による支援を想定。

デジタル技術を活用した
サービス・アセットの導入、
都市OSの導入（整備・改
修）等
（補助率1/2）

実証事業
※データ取得等に必要な情
報化基盤施設の整備につい
ても都市再生整備計画事業
等により支援。

地域の課題解決や全国での
横展開のモデルとなる高度な
MaaS実証を委託事業として
実施。

・新たな決済手段や新しい移
動サービスの導入支援、運
行情報等のデジタル化支援
・広域的、先進的なMaaS
等の取組についての支援

問合せ先

未来技術実装担当
g.mirai.s5m_(atmark)_
cao.go.jp

地域通信振興課
ict-town(atmark)ml.s
oumu.go.jp

スマートシティプロジェクトチー
ム
hqt-smartcity-
mlit(atmark)gxb.mlit.go
.jp

自動車課
ITS・自動走行推進室担当
contact_mobility_pt(at
mark)meti.go.jp

総合政策局モビリティサービス
推進課担当
hqt-mobilityservice100
2(atmark)gxb.mlit.go.j
p

政府のスマートシティ関連事業例 （令和4年度予算）

※迷惑メール対策のため、「@」を「(atmark)」と表示しております。 送信の際には、「@」に変更してください。
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事業イメージ

 AI、IoTや自動運転、ドローン等の未来技術を活用した新しい地方創生を目指し、地方創生の観点から、革新的で先導性と横展開可能性等に優れた提
案について、社会実装に向けた関連事業の現地支援体制（地域実装協議会）を構築し、関係府省庁による総合的な支援を行う。

 未来技術を活用した地方創生に関する提案を地方公共団体から募集し、H30年度からR3年度までに合計43事業を選定。選定から３年以上の複数年
支援を行っており、現在35事業に対して支援を実施中（8事業はR3年度末までに支援を終了）。

概 要

少子高齢化、生産年齢
人口の減少の結果、

・安全安心な地域づくりの
必要性の高まり
・産業、生活サービスの
衰退、担い手不足
・交通弱者の増加

など

地域課題

社
会
実
装

未来技術を活用して地域課題の解決を目指す取組を支援
関連する事業を一つにパッケージ化し、複数の関係省庁を交えた地域実装協議会にて総合的支援。
今後3年間で一部実装、5年間で本格実装（事業化され自走すること）を見込む事業を対象

事業b
B省・C省支援

事業a
A省・B省支援

事業c
D省支援

地域実装協議会

地方公共団体
（事務局）

総合
調整

未来技術社会実装事業 概要

A市事業 関係省庁連絡会議

関係省庁
（うち1名は現地
支援責任者）

【議長】
内閣府地方創生推進
事務局長
【構成員】
各省庁地方創生関連
部局長

幹事会（課長級）

現地実施体制 国の支援体制

状況報告

支援指示

民間事業者
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地域課題解決のためのスマートシティ推進事業※

地域が抱える様々な課題（防災、セキュリティ・見守り、買物支援など）をデジタル技術やデータの活用によっ

て解決することを目指すスマートシティの実装を関係府省と一体的に推進。
【令和4年度当初予算 4.6億円 】

※令和３年度の事業名は、「データ連携促進型スマートシティ推進事業」

大企業やベンチャー
企業など、多様な

主体が参画

近隣自治体等へ横展開
し、波及効果を最大化

地域が抱える多様な課題解決を実現

スマートシティの実現

農林水産

交通

観光

健康・医療

行政 気象
様々なデータを収集

※都市OS／データ連携基盤とは、
都市に関わる様々なデータについて、
センサー等の端末からアプリケーション
までデータを流通させる機能を持った
プラットフォームのこと。

デジタル技術・データの活用（都市OS／データ連携基盤※）

地域課題解決のためのサービスの実装

〇補助対象：地方公共団体等
〇補助率：１／２
〇平成29年度から開始

〇公募する事業（予定）：地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・地方創生のため、スマート
シティリファレンスアーキテクチャを満たす都市OS／データ連携基盤の導入（整備・改修）や当該都
市OSに接続するデジタル技術を活用したサービス・アセットの整備等を行う事業

主な補助要件
 「スマートシティリファレンスアーキテクチャ」に基づき、スマートシティの構成要素が明確に整理されており、可視化されていること
 他の自治体が容易に活用できるよう、都市OS及びアプリケーションをクラウド上で構築すること
 都市OS、機材や端末などがセキュリティ対策やプライバシー保護を遵守したものであること



都市におけるサービスの展開

【国土交通省】スマートシティモデルプロジェクト（スマートシティ実装化支援事業）

補助要件等

スマートシティのイメージ

全国の牽引役となるモデルプロジェクトとして、地域のスマートシティ実行計画に基づき、データや新技術を
活用した先進的な都市サービスの実装に向けて取り組む実証事業を支援。

スマートシティ実装化支援事業
補 助 2.65 億円

都市空間 サイバー空間（３D都市モデル）

センサー、IoTを通じて
あらゆるデータを継続的に取得

センサー

カメラ

ビーコン

膨大なデータをAI等で
解析し、最適解を予測データを取得、連携

カメラによる
人流分析・見守り

セキュリティ・見守り
自動運転・MaaSによる
快適な移動・物流

交通・モビリティ

まちあるきアプリによる
健康増進・まちの活性化

健康・医療
ビッグデータを活用したエリア
マネジメント・スマートプランニング

都市計画・整備

空間認識技術を活用し
たAR観光ガイド

観光・地域活性化
センシング技術による
インフラ管理

インフラ維持管理

リアルタイムデータによる
防災情報の発信

防災
３D都市モデルを活用した
太陽光発電量

環境・エネルギー

官民体制の確立

実行計画の策定

実証事業

実装

支援条件：①応募者が民間事業者等及び地方公共団体を構成員に含む協議会
（コンソーシアム）であること。

②都市・地域のビジョン、取組内容等を記載した「スマートシティ実行計画」を策定、
コンソーシアムがHPに公開。

支援対象：スマートシティ実行計画に基づく、社会実装に向けた実証事業
（2,000万円上限（定額補助））
※実行計画に基づく取組のコンソーシアム負担額が国の補助額を上回ること

選定方法：内閣府が設置する合同審査会（有識者会議）の評価を経て、決定

＜実証事業の流れ＞

支援
範囲

都市OS

地図・地形

環境 防災
交通・人流

インフラ・建築物

都市の様々な
データを統合



 地域におけるMaaSの社会実装・横展開に向けては、事業性、社会受容性、体制面など取組の中でも共通し
た課題が存在。これらの共通課題を整理し、地域にフィードバックすることで、社会実装や全国横展開のモデルと
なる先進事例の創出を目指す。

 令和４年度においては、A~Eの５つのテーマを軸に引き続きMaaS実証を実施するが、事業化に向けて「事業
面」「体制面」「受容・効果面」のそれぞれで共通的に課題となっている点について、横断的に政策効果を評価・
分析することに重点をおき、そうした課題に計画的/意欲的に取り組み、かつデータ提供等に協力いただける地域
を優先的に採択することとする。

地域新MaaS創出推進事業（令和4年度）

D：異業種との連携による収益活用・付加価値創出 E：モビリティ関連データの取得、交通・都市政策との連携

A：他の移動との重ね掛けによる効率化 B：モビリティでのサービス提供 C：需要側の変容を促す仕掛け

 自動運転車両を活用した貨客混載サ
ービスの提供（春日井市）

 福祉車両の非送迎時間を活用した移
動支援・食事配達による収益獲得（
仙台市・三豊市）

 企業・スクールバスの行政サービスへの
集約（基山町）

 旅客バスの改造、マル
シェ機能の付加による
収益多角化・向上効
果の検証（帯広市）

 複数自治体をまたいだ
広域医療サービスの開
発（三重県6町）

 サブスク運賃の最適価格の探索（美郷町）
 需要・供給側双方に働きかけたモビリティサービ
ス水準の探索（室蘭市）

 レンタカー・航空機の接続最適化（北谷町）
 都市部における来店予約等を活用した来訪ピ
ークシフトの効果検証（大阪市）

 レシート情報を活用した成功報酬型広告収入モデルの実装（会津若松市・
日立市）

 商業施設に加え、オフィスや研究機関とも連携したモビリティサービス提供の仕
組み検証（播磨科学公園都市）

 コネクテッドカーの普及に備えた、走行データを活用したドライバー（自家用有償）
の質担保に向けた検討の実施（永平寺町）

 交通サービス等の提供で得られた移動・健康データを活用した政策間の連携可能
性の検証（入間市）

＜サービスのモビリティ化＞＜モノとヒトの輸送＞

令和3年度におけるMaaS実証の取組事例

限られたリソースを複数の用途・事業者で活用 サービスのモビリティ化により効率化を図る 時間帯・需要に応じた行動変容を促すことで、
地域経済を活性化

異業種との連携により、新しい複合サービスを提供 モビリティ・異業種データを取得・可視化し、より効率的な移動を実現

※()内の自治体は、令和３年度の選定地域
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令和４年度予算：数億円程度



■ ポストコロナにおける回復する移動需要を公共交通等で取り込むためには、
○ コロナ禍や社会経済情勢の変化により変容した利用者のニーズに的確に対応する
○移動の利便性を向上させる ことが重要。

■ 一方、移動需要自体がコロナ前の水準に戻らない予測もされているなか、地域の公共交通を維持していくためには、
○ デジタル化を通じた移動サービス全体の効率化、高度化を図ることも重要。

公共交通等の面的な利便性向上変容した利用者のニーズへの対応
デジタル化を通じた移動サービスの効率化

 ICカードやQRやタッチ決済、顔認証等の新たな決済手段の導
入支援
 決済データ蓄積によりサービスの高度化を可能にし、接触を回避するという

変容したニーズに対応

 シェアサイクルや電動キックボード、グリーンスローモビリティ等の
新しいモビリティの導入支援
 カーボンニュートラルに資するほか、ラストワンマイルの移動ニーズにきめ細や

かに対応可能。パーソナル性の高い移動を求めるニーズに対応

 AIオンデマンド交通の導入支援
 地域において導入されているデマンド交通に対して、AIを用いたシステム導

入によりルートや配車、さらには経営を合理化

 交通情報のデータ化、混雑情報を提供するシステム等の導入支
援
 DXによる経営やサービスの効率化、高度化

 積極的に面的な移動サービスの利便性向上、高度化に取り組む
事業者への支援

 新モビリティサービス事業計画の策定、評価に取り組む事業者へ
の支援
 地方公共団体、事業者が密接に連携して面的に高度なMaaSの取組につ

いて、官民が連携して取組を実施することで、移動の高度化やスーパーシティ
／スマートシティを実現

【参考】ウィーンの事例
・WIENER LINIEN（ウィーン市交通局）が、U-Bahn（地下鉄）、トラム、バ
スを一体的に運営。

・年間定期券により、近郊鉄道も含めた乗り放題サービスを提供。
・デジタルチケット管理機能を持ったMaaSアプリも存在。

出典:2021/4時点 WIENER LINIEN HP

令和４年度当初予算0.73億円
／令和３年度補正予算 285億円の内数

ポストコロナの移動需要を取り込むための公共交通等の高度化の推進
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